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要約
　本研究の目的は、在宅介護現場の専門職を対象とした体験学習を用いた専門職連携教育プログラ
ムの効果を検証することである。プログラムは講義・演習から構成され、グループワークと振り返
りにより連携行動の促進を試みた。研究１では研修前後および１ヵ月後の追跡調査での行動変化は
みられなかった。そこで「内省的洞察」をより強化する教育内容に変更して介入を行ったところ、
研究３において有意な得点上昇が認められた。自他の言動・行為に対する注意を高めて気づきを促
す教育内容は、多職種連携を促進する行動を強化する上で一定の効果があると考えられる。
キーワード：多職種連携、専門職連携教育、体験学習
背景
　高齢化の進展や病院の在院日数の短縮化をはじめとする社会的背景の変化に伴い、病院・施設中
心のケアから在宅中心のケアへの移行が進められている。在宅生活を営む高齢者の有するニーズは
多種多様であり、高齢者が住み慣れた家での生活を継続するためには医療・介護の専門職が連携し
て多様なニーズに応える支援体制を構築することが求められている。
　多職種連携を実現するためには、各専門職が支援目標を共有し、コミュニケーションの機会を確
保して情報交換を行い、相互理解を深めることが必要である（野中，2007）。近年、多職種が一堂
に会する会合や交流会を通じて連携を図る取り組みが活発になっている。例えば堀籠・阿部（2014）
の「ケア・カフェ」は、ワールドカフェの手法を用いて、カフェのようなリラックスした雰囲気の
中で多職種が日常の相談事を気軽に話し合い、顔の見える関係を作ることを目指している。また孫
（2014）の「みんくるカフェ」は、サイエンスカフェのスキームを応用して、専門職に加え患者・
市民を含めた相互理解の場作りを実践している。こうした多職種と接触する機会へ参加することで、
他職種との役割を把握し、日常の悩み事などを相談できるネットワークが形成されるといった効果
が確認されている。
　ただし阿部・堀籠・内島・森田（2015）によれば、ケア・カフェは地域における個人同士の顔の
見えるゆるい関係構築を意図したものであり、他の関係者と気軽にやりとりができるというような
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増加する中で、医療・介護の専門職が対等な関係性の中で協働することが求められており、在宅介
護に従事する専門職のニーズに応える教育プログラムの開発が期待されている。そこで、上記の理
論を基盤にした専門職間の相互作用を用いた共同学習の機会を設定することで、他職種に対する偏
見や障壁を取り去り、上手く付き合うための技能を習得することができると推測される。
　特に連携に係る知識習得や態度変容に焦点を当てた介入は多いものの、具体的な行動変容に焦点
を当てた介入研究は少ないという指摘もあり（Barr, Koppel, Reeves, Hammick, & Freeth, 2005）、
連携行動の強化を図る教育プログラムの開発は顔の見える関係作りを一歩進めた協働体制の構築を
促し、結果的に在宅介護場面における高齢者ケアの質向上に寄与することが見込まれる。そこで本
研究では、在宅介護現場の専門職を対象とした専門職連携教育プログラムを開発し、その効果検証
を試みることを目的とした。
研究１
方法
　プログラムの作成　本研究で実施する専門職連携教育のねらいは、在宅介護に関わる専門職間の
連携を促す行動を強化することである。藤田（2015）は在宅介護場面で求められる連携行動は、（１） 
利用者本位の意識：利用者の思いを尊重して連携相手と共有する、 （２） 内省的洞察：他者と自分
の置かれた状況を察する、（３）配慮の伝達：連携相手に配慮をしながらも自分の意見を伝える、
の３因子から構成されることを示した。これらの技能は講義による教授ではなく、専門職間の話し
合いを通じた気づきを促す学習によって習得することが適切と考え、グループワークを中心とした
研修プログラムを作成した（表１）。
　「内省的省察」と「配慮の伝達」の習得にあたり、
Levinにより開発された体験学習（正式名称はラボ
ラトリー方式の体験学習）を援用した。体験学習は
特別に設計された人と人が関わる場において、「今
ここ」での参加者の体験を素材として、人間や人間
関係を参加者とファシリテーターとがともに学ぶ方
法と定義される（津村，2012）。グループワークを通じた具体的な体験の後、振り返りの中で参加
者間の相互作用への気づきや学びを分析し、成長のための課題を見出して日常生活に活かすもので
ある。なお類似の学習手法としてソーシャルスキルトレーニングと構成的エンカウンターグループ
が挙げられる。津村（2012）によれば、ソーシャルスキルトレーニングは特定のターゲットスキル
に焦点を当てるが、体験学習は自他の内面の動きという複雑な行動目標を扱うことが多い。また構
成的エンカウンターグループでは自己開示を中心とした情緒的な交流による人間関係形成を目標に
するが、体験学習では体験そのものを振り返り学ぶという学習過程が強調されている。本研究は連
従事する専門職のニーズに応える教育プログラムの開発が期待されている。そこで，上記の理論を
基盤にした専門職間の相互作用を用いた共同学習の機会を設定することで，他職種に対する偏見や
障壁を取り去り，上手く付き合うための技能を習得することができると推測される。 
特に連携に係る知識習得や態度変容に焦点を当てた介入は多いものの，具体的な行動変容に焦点
を当てた介入研究は少ないという指摘もあり（%DUU.RSSHO5HHYHV+DPPLFN	)UHHWK），
連携行動の強化を図る教育プログラムの開発は顔の見える関係作りを一歩進めた協働体制の構築を
促し，結果的に在宅介護場面における高齢者ケアの質向上に寄与することが見込まれる。そこで本
研究では，在宅介護現場の専門職を対象とした専門職連携教育プログラムを開発し，その効果検証
を試みることを目的とした。
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プログラムの作成 本研究で実施する専門職連携教育のねらいは，在宅介護に関わる専門職間の
連携を促す行動を強化することである。藤田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は在宅介護場面で求められる連携行動は，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利
用者本位の意識：利用者の思いを尊重して連携相手と共有する，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内省的洞察：他者と自分の置
かれた状況を察する，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配慮の伝達：連携相手に配慮をしながらも自分の意見を伝える，の 因子
から構成されることを示した。これらの技能は講義による教授ではなく，専門職間の話し合いを通
じた気づきを促す学習によって習得することが適切と考え，グループワークを中心とした研修プロ
グラムを作成した表 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により開発された体験学習（正式名称はラボラトリー方
式の体験学習）を援用した。体験学習は特別に設計され
た人と人が関わる場において，「今ここ」での参加者の体
験を素材として，人間や人間関係を参加者とファシリテ
ーターとがともに学ぶ方法と定義される（津村，）。
グループワークを通じた具体的な体験の後，振り返りの中で参加者間の相互作用への気づきや学び
を分析し，成長のための課題を見出して日常生活に活かすものである。なお類似の学習手法として
ソーシャルスキルトレーニングと構成的エンカウンターグループが挙げられる。津村によれ
ば，ソーシャルスキルトレーニングは特定のターゲットスキルに焦点を当てるが，体験学習は自他
の内面の動きという複雑な行動目標を扱うことが多い。また構成的エンカウンターグループでは自
己開示を中心とした情緒的な交流による人間関係形成を目標にするが，体験学習では体験そのもの
を振り返り学ぶという学習過程が強調されている。本研究は連携を促進する行動の変容を目指した
ものであり，特に自分への内省や他者への省察という内面のプロセスへの気づきに焦点を当てたた
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表 1. 連携行動の獲得目標と習得方法 表1．連携行動の獲得目標と習得方法
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比較的リジットな連携には別の方法を用いるべきと指摘する。確かに多職種が同じ時間・場所で顔
を合わせることで、単純接触効果により相互の関係形成に寄与することには疑いの余地はないとい
える。また相互交流を通じて、専門職相互の役割に係る知識が習得されることも予想される。しか
しFreeth, Hammick, Reeves, Koppel, & Barr（2005）が指摘するように多職種連携は知識、態度、
技能の３基準から考えなければならない。特に在宅介護場面において円滑な連携を実現するために
は、知識の習得のみならず自分自身や連携相手のおかれた状況や立場を内省して相互に配慮をしな
がら支援に従事する技能が求められる（藤田，2015）。つまり実際の在宅介護場面において連携相
手と支援チームを結成し、阿吽の呼吸で適時的確に求められる役割を遂行するための技能を習得す
る必要があり、会合や交流会にとどまらない教育、学習機会を設定する必要があると考えられる。
　こうした連携に係る技能の教育方法として専門職連携教育が注目されている。専門職連携教育は
「２つ以上の専門職が、協働とケアの質を改善するために、ともに学び、お互いから学び合いながら、
お互いの事を学ぶこと」と定義される（Barr，2002）。Thistlethwaite （2012）は、専門職連携教育
はKnowlseの成人学習理論をベースに展開されていると指摘する。Knowlse（1984）によれば成人
の学習プロセスは、（１）成人は自立した学習者である、（２）成人の過去の経験は学習のための資
源である、（３）成人の学習の準備性は人生における発達段階に応じて生じる、（４）成人の学びは
課題や問題に基づいて導かれる、の４本を柱としており、子どもに対する受動的な教育とは質的に
異なるという。専門職連携教育においても、講師から参加者への一方的な講義ではなく、参加者が
主体的に問題解決に望む学習形式が多く採用されている。
　また専門職連携教育では、参加者間の相互作用を促すためにグループワークや実習等の共同学習
が多く用いられるが、こうした教育方法が多用される背景にはKolb（1984）の経験学習理論が挙
げられる。Kolbは経験学習の循環過程として、（１）経験：人間関係の中で何らかの経験をする、（２）
振り返り：経験したことを内省したり、他者からフィードバックを受けたりする、（３）概念化：
振り返りを基に自身の行動傾向を分析し、コミュニケーションやチームワークに関する概念化を行
う、（４）積極的な試行：新しい考えや概念を実際場面で適用する、の４段階を提唱している。つ
まり専門職連携教育は、専門職同士が実践での関わり方を擬似的に体験することで自分の日常的に
行う言動や行為に対する自覚を促し、新たな学びを実践に活用することが図られている。
　日本において専門職連携教育は主に大学を中心に広まりを見せている。吉備国際大学（2011）で
は複数の専門職養成課程の学生を対象に、具体的な連携の実践場面を提示してロールプレイングを
通じ望ましい連携を学び合うシチュエーションロールプレイを展開している。そして連携の意義と
要領の理解と連携への意欲・関心を高める効果がみられている（田中・横山，2010）。ただし、大
学での専門職連携教育の展開と比較して、実務者に対する教育は緒に就いたばかりである。また小
嶋・嶌末・大石・大友（2014）は病院・施設内での連携を想定した専門職連携教育は多くみられる
が、在宅介護場面の実務者を対象とした教育は開発途上にあると指摘する。在宅介護が必要な者が
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増加する中で、医療・介護の専門職が対等な関係性の中で協働することが求められており、在宅介
護に従事する専門職のニーズに応える教育プログラムの開発が期待されている。そこで、上記の理
論を基盤にした専門職間の相互作用を用いた共同学習の機会を設定することで、他職種に対する偏
見や障壁を取り去り、上手く付き合うための技能を習得することができると推測される。
　特に連携に係る知識習得や態度変容に焦点を当てた介入は多いものの、具体的な行動変容に焦点
を当てた介入研究は少ないという指摘もあり（Barr, Koppel, Reeves, Hammick, & Freeth, 2005）、
連携行動の強化を図る教育プログラムの開発は顔の見える関係作りを一歩進めた協働体制の構築を
促し、結果的に在宅介護場面における高齢者ケアの質向上に寄与することが見込まれる。そこで本
研究では、在宅介護現場の専門職を対象とした専門職連携教育プログラムを開発し、その効果検証
を試みることを目的とした。
研究１
方法
　プログラムの作成　本研究で実施する専門職連携教育のねらいは、在宅介護に関わる専門職間の
連携を促す行動を強化することである。藤田（2015）は在宅介護場面で求められる連携行動は、（１） 
利用者本位の意識：利用者の思いを尊重して連携相手と共有する、 （２） 内省的洞察：他者と自分
の置かれた状況を察する、（３）配慮の伝達：連携相手に配慮をしながらも自分の意見を伝える、
の３因子から構成されることを示した。これらの技能は講義による教授ではなく、専門職間の話し
合いを通じた気づきを促す学習によって習得することが適切と考え、グループワークを中心とした
研修プログラムを作成した（表１）。
　「内省的省察」と「配慮の伝達」の習得にあたり、
Levinにより開発された体験学習（正式名称はラボ
ラトリー方式の体験学習）を援用した。体験学習は
特別に設計された人と人が関わる場において、「今
ここ」での参加者の体験を素材として、人間や人間
関係を参加者とファシリテーターとがともに学ぶ方
法と定義される（津村，2012）。グループワークを通じた具体的な体験の後、振り返りの中で参加
者間の相互作用への気づきや学びを分析し、成長のための課題を見出して日常生活に活かすもので
ある。なお類似の学習手法としてソーシャルスキルトレーニングと構成的エンカウンターグループ
が挙げられる。津村（2012）によれば、ソーシャルスキルトレーニングは特定のターゲットスキル
に焦点を当てるが、体験学習は自他の内面の動きという複雑な行動目標を扱うことが多い。また構
成的エンカウンターグループでは自己開示を中心とした情緒的な交流による人間関係形成を目標に
するが、体験学習では体験そのものを振り返り学ぶという学習過程が強調されている。本研究は連
従事する専門職のニーズに応える教育プログラムの開発が期待されている。そこで，上記の理論を
基盤にした専門職間の相互作用を用いた共同学習の機会を設定することで，他職種に対する偏見や
障壁を取り去り，上手く付き合うための技能を習得することができると推測される。 
特に連携に係る知識習得や態度変容に焦点を当てた介入は多いものの，具体的な行動変容に焦点
を当てた介入研究は少ないという指摘もあり（%DUU.RSSHO5HHYHV+DPPLFN	)UHHWK），
連携行動の強化を図る教育プログラムの開発は顔の見える関係作りを一歩進めた協働体制の構築を
促し，結果的に在宅介護場面における高齢者ケアの質向上に寄与することが見込まれる。そこで本
研究では，在宅介護現場の専門職を対象とした専門職連携教育プログラムを開発し，その効果検証
を試みることを目的とした。
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プログラムの作成 本研究で実施する専門職連携教育のねらいは，在宅介護に関わる専門職間の
連携を促す行動を強化することである。藤田は在宅介護場面で求められる連携行動は，利
用者本位の意識：利用者の思いを尊重して連携相手と共有する，内省的洞察：他者と自分の置
かれた状況を察する，配慮の伝達：連携相手に配慮をしながらも自分の意見を伝える，の 因子
から構成されることを示した。これらの技能は講義による教授ではなく，専門職間の話し合いを通
じた気づきを促す学習によって習得することが適切と考え，グループワークを中心とした研修プロ
グラムを作成した表 。
「内省的省察」と「配慮の伝達」の習得にあたり，/HYLQ
により開発された体験学習（正式名称はラボラトリー方
式の体験学習）を援用した。体験学習は特別に設計され
た人と人が関わる場において，「今ここ」での参加者の体
験を素材として，人間や人間関係を参加者とファシリテ
ーターとがともに学ぶ方法と定義される（津村，）。
グループワークを通じた具体的な体験の後，振り返りの中で参加者間の相互作用への気づきや学び
を分析し，成長のための課題を見出して日常生活に活かすものである。なお類似の学習手法として
ソーシャルスキルトレーニングと構成的エンカウンターグループが挙げられる。津村によれ
ば，ソーシャルスキルトレーニングは特定のターゲットスキルに焦点を当てるが，体験学習は自他
の内面の動きという複雑な行動目標を扱うことが多い。また構成的エンカウンターグループでは自
己開示を中心とした情緒的な交流による人間関係形成を目標にするが，体験学習では体験そのもの
を振り返り学ぶという学習過程が強調されている。本研究は連携を促進する行動の変容を目指した
ものであり，特に自分への内省や他者への省察という内面のプロセスへの気づきに焦点を当てたた
獲得目標 習得方法
内省的省察 体験学習による自
他の言動への気づ
きの促進配慮の伝達
利用者本位
の意識
事例検討による
利用者理解の深化
表 1. 連携行動の獲得目標と習得方法 表1．連携行動の獲得目標と習得方法
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比較的リジットな連携には別の方法を用いるべきと指摘する。確かに多職種が同じ時間・場所で顔
を合わせることで、単純接触効果により相互の関係形成に寄与することには疑いの余地はないとい
える。また相互交流を通じて、専門職相互の役割に係る知識が習得されることも予想される。しか
しFreeth, Hammick, Reeves, Koppel, & Barr（2005）が指摘するように多職種連携は知識、態度、
技能の３基準から考えなければならない。特に在宅介護場面において円滑な連携を実現するために
は、知識の習得のみならず自分自身や連携相手のおかれた状況や立場を内省して相互に配慮をしな
がら支援に従事する技能が求められる（藤田，2015）。つまり実際の在宅介護場面において連携相
手と支援チームを結成し、阿吽の呼吸で適時的確に求められる役割を遂行するための技能を習得す
る必要があり、会合や交流会にとどまらない教育、学習機会を設定する必要があると考えられる。
　こうした連携に係る技能の教育方法として専門職連携教育が注目されている。専門職連携教育は
「２つ以上の専門職が、協働とケアの質を改善するために、ともに学び、お互いから学び合いながら、
お互いの事を学ぶこと」と定義される（Barr，2002）。Thistlethwaite （2012）は、専門職連携教育
はKnowlseの成人学習理論をベースに展開されていると指摘する。Knowlse（1984）によれば成人
の学習プロセスは、（１）成人は自立した学習者である、（２）成人の過去の経験は学習のための資
源である、（３）成人の学習の準備性は人生における発達段階に応じて生じる、（４）成人の学びは
課題や問題に基づいて導かれる、の４本を柱としており、子どもに対する受動的な教育とは質的に
異なるという。専門職連携教育においても、講師から参加者への一方的な講義ではなく、参加者が
主体的に問題解決に望む学習形式が多く採用されている。
　また専門職連携教育では、参加者間の相互作用を促すためにグループワークや実習等の共同学習
が多く用いられるが、こうした教育方法が多用される背景にはKolb（1984）の経験学習理論が挙
げられる。Kolbは経験学習の循環過程として、（１）経験：人間関係の中で何らかの経験をする、（２）
振り返り：経験したことを内省したり、他者からフィードバックを受けたりする、（３）概念化：
振り返りを基に自身の行動傾向を分析し、コミュニケーションやチームワークに関する概念化を行
う、（４）積極的な試行：新しい考えや概念を実際場面で適用する、の４段階を提唱している。つ
まり専門職連携教育は、専門職同士が実践での関わり方を擬似的に体験することで自分の日常的に
行う言動や行為に対する自覚を促し、新たな学びを実践に活用することが図られている。
　日本において専門職連携教育は主に大学を中心に広まりを見せている。吉備国際大学（2011）で
は複数の専門職養成課程の学生を対象に、具体的な連携の実践場面を提示してロールプレイングを
通じ望ましい連携を学び合うシチュエーションロールプレイを展開している。そして連携の意義と
要領の理解と連携への意欲・関心を高める効果がみられている（田中・横山，2010）。ただし、大
学での専門職連携教育の展開と比較して、実務者に対する教育は緒に就いたばかりである。また小
嶋・嶌末・大石・大友（2014）は病院・施設内での連携を想定した専門職連携教育は多くみられる
が、在宅介護場面の実務者を対象とした教育は開発途上にあると指摘する。在宅介護が必要な者が
101
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第40号 （2015.11）
低下を示した。得点が上昇した者と
低下した者ごとに、研修前の平均
得点を算出した（表４）。得点低
下群は得点上昇群と比較して、も
ともと研修前から得点が高いこと
が伺えた。
　研修終了１ヶ月後の追跡調査に
協力が得られた９名の得点の推移
を図１に示した。「利用者本位の意識」は
F（2,24）=2.64,p<0.1と有意傾向がみられ，
研修直後に得点が下がり，追跡調査時に
上昇した。しかし，「内省的配慮」および
「配慮の伝達」は有意差がみられなかった
（F（2,23）<１ , F（2,24）<１ ）。
　研修直後の満足度は、「大変満足」５名
（25%）、「満足」15名（75%）であり、「不
満」、「大変不満」の回答はなかった（有
効回答数20）。自由記述には、「感情的に
ならず、相手の意見も聞きつつ自分の意
見を伝えるのは難しい。」、「（事例検討に
ついて）難しいこともありましたが初めて顔を合わせた人と対象者を中心にしっかり考えることが
できた。」、「自分が普段していることの裏付けとなる研修だった。」と研修に対する肯定的な評価が
記載された。
考察
　当初の予想とは異なり、２日間の研修による有意な連携行動の向上はみられず、むしろ「利用者
本位の意識」の得点が研修直後に低下する結果となった。藤田（2015）の連携行動尺度の作成時の
平均得点は、「利用者本位の意識」18.8点、「内省的洞察」16.7点「配慮の伝達」8.0点であり、今回
の研修参加者は平均的な医療・介護専門職よりも研修前得点が高いため、天井効果が生じた可能性
が挙げられる。得点低下の別の要因として、が指摘するように、研修によって日頃の行動を内省し
て自覚的になり、その結果マイナス方向に得点が変化したとも考えられる（長谷川・小澤・森川・
小山・玉井・山崎・吉畑，2008）。参加者は全員研修に対して肯定的な評価をしていたため、研修
が悪影響を与えた可能性は低い。しかし、研修内容が難しかったという意見が複数みられ、自信を
表４．得点上昇・低下群別の研修前得点（N=13）
下位尺度 得点上昇 得点低下 変化なし
内省的洞察 15 17.8 16
利用者本位の意識 18.3 21.4 19.5
配慮の伝達 6.75 ８ ６
を示した。得点が上昇した者と
， 前の平均得
点を算出した表 。得点低下群は
得点上昇群と比較して，もともと研
修前から得点が高いことが伺えた。
研修終了１ヶ月後の追跡調査に協
力が得られた  名の得点の推移を図
 に示した。利用者本位の意識」は
) S と有意傾向が
みられ，研修直後に得点が下がり，
追跡調査時に上昇した。しかし，「内省的配
慮」および「配慮の伝達」は有意差がみら
れなかった))。
研修直後の満足度は，「大変満足」 名
，「満足」 名であり，「不満」，
「大変不満」の回答はなかった（有効回答
数 ）。自由記述には，「感情的にならず，
相手の意見も聞きつつ自分の意見を伝える
のは難しい。」，「（事例検討について）難し
いこともありましたが初めて顔を合わせた
人と対象者を中心にしっかり考えることが
できた」，「自分が普段していることの裏付
けとなる研修だった。」と研修に対する肯定的な評価が記載された。
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て自覚的になり，その結果マイナス方向に得点が変化したとも考えられる長谷川・小澤・森川・小
山・玉井・山崎・吉畑，。参加者は全員研修に対して肯定的な評価をしていたため，研修が悪
影響を与えた可能性は低い。しかし，研修内容が難しかったという意見が複数みられ，自信をなく
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携を促進する行動の変容を目指したものであり、特に自分への内省や他者への省察という内面のプ
ロセスへの気づきに焦点を当てたため、体験学習を用いることが適当と考えた。
　研修実施までの手続き　A県B市社会福祉士会の定期研修会にて専門職連携教育を実施した。当
該研修会では専門職の技能向上を目指し、講義または事例検討を実施することが通例であった。研
修実施にあたっては社会福祉士会役員と継続的な協議のもと、市内の連携に係るニーズに対応した
プログラム作成に努めた。利用者の理解を促進する教育方法として、社会福祉士会で通例実施して
いる事例検討を用いることとなった。体験学習の内容について検討したところ、専門職同士が物事
をストレートに伝達することが少なく、何となく雰囲気で察し合うという風潮があること、それが
通用するのは病院・施設の中という閉じられた関係に限定される点が課題として挙げられた。課題
解決に向けて、お互いの意見を主張し合う体験ができる場を設定し、そこで自分の主張で相手を論
破するディベートと、自分と相手がともに主張し合い妥協点を探るファシリテーションの２つを体
験し、振り替えることで適切な伝達方法を学ぶことができると考えた。そこで「ディベート・ファ
シリテーション」という演習を作成し、演習と事例検討の２つから成る研修プログラムを開発した。
　研究期間および参加者　研修は半日ずつ計２日間開催した。１日目は30分程度の講義と90分のグ
ループワークを実施した。２日目は30分の講義と90分の事例検討会を行った。その際、異なる領域
の専門職を組み合わせた４～５人のグループを編成した。参加者は社会福祉士及び関心のある専門
職であり、高齢・障害・児童分野等異なる領域から参加した。参加者数は１日目19人、２日目26人
だった。平均経験年数は12.8年（最小１年、最大25年）であった。
　分析方法　藤田（2015）の連携行動尺度について研修前、研修後および１ヶ月後の追跡調査を行っ
た。また研修直後に、対象者の基本属性および研修の満足度（５段階）と研修会に対する意見を自
由記述で回答を求めた。
　倫理的配慮　参加者に研究目的を明示し、研究への協力は参加者意思の尊重すること、および収
集したデータの匿名性を確保することを約束して、参加者からの承諾を得た上で研究を実施した。
結果
　連携行動尺度について回答に不備
のない13名について連携行動尺度の
介入前後の比較を行った。「利用者
本位の意識」において介入前よりも
有意に得点の減少がみられた（t（12）
=2.50, p<.05）。「内省的洞察」と「配慮の伝達」について有意差がみられなかった（表２）。
　次に研修前後の得点変化の方向ごとの人数を表３に示した。「内省的洞察」は参加者の半数ずつ
が得点の上昇と低下を示した。「利用者本位の意識」と「配慮の伝達」は参加者の半数以上が得点
表２．研修前後の連携行動尺度の変化（N=13）
下位尺度 研修前 研修後 t
内省的洞察 16.38 17.23 .96
利用者本位の意識 20.38 18.77 2.50*
配慮の伝達 7.23 6.85 .89
合計点 44.00 42.85 .73
* p<.05
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低下を示した。得点が上昇した者と
低下した者ごとに、研修前の平均
得点を算出した（表４）。得点低
下群は得点上昇群と比較して、も
ともと研修前から得点が高いこと
が伺えた。
　研修終了１ヶ月後の追跡調査に
協力が得られた９名の得点の推移
を図１に示した。「利用者本位の意識」は
F（2,24）=2.64,p<0.1と有意傾向がみられ，
研修直後に得点が下がり，追跡調査時に
上昇した。しかし，「内省的配慮」および
「配慮の伝達」は有意差がみられなかった
（F（2,23）<１ , F（2,24）<１ ）。
　研修直後の満足度は、「大変満足」５名
（25%）、「満足」15名（75%）であり、「不
満」、「大変不満」の回答はなかった（有
効回答数20）。自由記述には、「感情的に
ならず、相手の意見も聞きつつ自分の意
見を伝えるのは難しい。」、「（事例検討に
ついて）難しいこともありましたが初めて顔を合わせた人と対象者を中心にしっかり考えることが
できた。」、「自分が普段していることの裏付けとなる研修だった。」と研修に対する肯定的な評価が
記載された。
考察
　当初の予想とは異なり、２日間の研修による有意な連携行動の向上はみられず、むしろ「利用者
本位の意識」の得点が研修直後に低下する結果となった。藤田（2015）の連携行動尺度の作成時の
平均得点は、「利用者本位の意識」18.8点、「内省的洞察」16.7点「配慮の伝達」8.0点であり、今回
の研修参加者は平均的な医療・介護専門職よりも研修前得点が高いため、天井効果が生じた可能性
が挙げられる。得点低下の別の要因として、が指摘するように、研修によって日頃の行動を内省し
て自覚的になり、その結果マイナス方向に得点が変化したとも考えられる（長谷川・小澤・森川・
小山・玉井・山崎・吉畑，2008）。参加者は全員研修に対して肯定的な評価をしていたため、研修
が悪影響を与えた可能性は低い。しかし、研修内容が難しかったという意見が複数みられ、自信を
表４．得点上昇・低下群別の研修前得点（N=13）
下位尺度 得点上昇 得点低下 変化なし
内省的洞察 15 17.8 16
利用者本位の意識 18.3 21.4 19.5
配慮の伝達 6.75 ８ ６
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けとなる研修だった。」と研修に対する肯定的な評価が記載された。
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影響を与えた可能性は低い。しかし，研修内容が難しかったという意見が複数みられ，自信をなく
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ロセスへの気づきに焦点を当てたため、体験学習を用いることが適当と考えた。
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いる事例検討を用いることとなった。体験学習の内容について検討したところ、専門職同士が物事
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験し、振り替えることで適切な伝達方法を学ぶことができると考えた。そこで「ディベート・ファ
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表２．研修前後の連携行動尺度の変化（N=13）
下位尺度 研修前 研修後 t
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連携行動尺度の３下位尺度のいずれにも有意差はみられなかった（表７-５）。項目ごとに比較を行っ
た結果、「連携相手との関わり方を省みて、その良し悪しを考える」の項目において、介入前3.00
点から介入後3.41点と有意に増加した（ t（11）=2.80, p<.05）。研修会の満足度は、「大変満足」２
名（17%）、「満足」10名（83%）であり、「不満」、「大変不満」の回答はなかった。
　「内省的洞察」と「配慮の伝達」の得点向上を図り、体験学習の内容を変更したものの、いずれ
の得点も微増の変化にとどまった。演習中はいずれのグループも特定の人物のみが発言したり、興
味なく演習に関心を示さなかったりする者は観察されず、参加者間で十分に相互作用が行われてい
た。自由記述には、「伝えるということの難しさ、あいまいさを強く感じました。自分の理解が共
通の理解としてとらえると大きくずれたまま話が進んでしまうおそれがあるのでしっかりと確認す
ることが大切だと感じました。」と自他の言動を内省できたという評価がみられた。
　得点変化がみられない要因の１つとして、演習後に実施した事例検討の内容が連携行動の変化に
干渉し、効果が曖昧なった可能性が示唆される。また自由記述の中には「丸一日の研修会は時間を
拘束されるので、分けてくれた方がよい。」と参加者の負担が大きいことも示唆された。「内省的洞
察」の純粋な効果を検証すること、および参加者の負担や疲労の影響を除外するため、単一内容の
介入を実施して効果測定を図る必要があると考えられた。
研究３
（１）方法
　介入内容・参加者　研究２で用いた体験学習の演習と振り返りのみを実施した。B市内の居宅介
護支援事業所の有志による勉強会にて２時間の研修を実施した。参加者は介護支援専門員，看護師，
医療ソーシャルワーカーの９名であった。医療・介護現場での平均経験年数は18.7年（最小９年，
最大30年）であった。
　分析方法　藤田（2015）の連携行動尺度について研修前後の比較を行った。
（２）結果および考察
　連携行動尺度について回答に不備のない８名の連携行動尺度の介入前後の比較を行った。連携行
動尺度のうち「内省的洞察」は研修後に得点が有意に上昇した（表７-６）。満足度についても全員
が「満足」と回答し、補助者によるグループワークの観察状況も全員が積極的に参加していること
が確認された。自由記述において、研修会自体の時間配分、進行方法等も負担が少なく適切だった
表５．２回目研修前後の連携行動尺度の変化(N=12)
下位尺度 研修前 研修後 t
内省的洞察 16.67 17.00 .74
利用者本位の意識 17.83 17.75 .11
配慮の伝達 7.00 7.42 .89
合計点 41.50 42.17 .61
102
在宅介護場面における多職種連携教育プログラムの開発　　藤田　益伸
なくして得点が低下したおそれがあるかもしれない。グループワークの目的を明確にして強化対象
の連携行動を焦点化すること、および終了後に詳細な解説と振り返りの時間を十分に設け、参加者
間の相互作用によるマイナスの効果に対応する準備が求められる。
研究２
（１）方法
　プログラムの作成　研修プログラムの構成は研究１に準じるが、連携行動の「内省的洞察」を強
化することを目指し、グループワークの内容を一部変更した。研究２では研究１で使用した「ディ
ベート・ファシリテーション」に代わり、津村（2008）の「ナースをさがせ」という問題解決ゲー
ムを用いた。これは計30枚の情報カードをグループワーク参加者に数枚ずつ配布し、口頭または模
造紙を用いて情報共有を図りながら課題解決を目指すものである。演習内容を変更した理由は、（ア）
課題解決という１つの目標を共有することで一体感が得られやすい、（イ）お互いが保有する情報
を上手く引き出し共有するための情報の引き出し方や伝え方を練習できる、（ウ）演習の中で進行
をする人、意見をまとめる人、模造紙に記録する人という形に役割を分担しながら進められる、と
いった点である。
　また研究１では演習および事例検討の終了後のフィードバックの時間をほとんど設定しておらず、
消化不良に陥ったおそれがあった。研究２では演習得の参加度合いと自他の言動を言語化して見つ
め直すことを目指し、グループワーク終了後に振り返りの時間を30分設定した。演習全体のプロセ
スの中で「誰の、どのような言動が、課題達成を促進したか」という点を各自で記載させ、その後
グループ内でお互いにフィードバックさせた。
　研究期間および参加者　A県B市社会福祉士会の定期研修会にて専門職連携教育を実施した。今
回は演習と事例検討を含む研修会を午前・午後の１日実施した。社会福祉士会会員のほか、B市地
域包括支援センター連絡会、薬剤師会、行政書士会、病院地域連携室、自立支援協議会、知的障害
者施設協会にFAXおよびメールにて参加者を募った。その結果、地域包括支援センター職員、医
療ソーシャルワーカー、介護保険施設職員、管理者、行政書士等の福祉職を中心に12名の参加者が
集まった。なお、医療・介護現場での平均経験年数は11.6年（最小２年、最大30年）であった。
　分析方法　藤田（2015）の連携行動尺度について研修前後の比較を行った。また対象者の基本属
性および研修の満足度（５段階）と研修会に対する意見を自由記述で回答を求めた。その他、研修
会の補助者に、グループワークへの１人１人の参加状況を第三者視点から観察させて、参加者間の
相互作用に偏りがみられるか否かを確認した。
（２）結果および考察
　連携行動尺度について回答に不備のない12名について連携行動尺度の介入前後の比較を行った。
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連携行動尺度の３下位尺度のいずれにも有意差はみられなかった（表７-５）。項目ごとに比較を行っ
た結果、「連携相手との関わり方を省みて、その良し悪しを考える」の項目において、介入前3.00
点から介入後3.41点と有意に増加した（ t（11）=2.80, p<.05）。研修会の満足度は、「大変満足」２
名（17%）、「満足」10名（83%）であり、「不満」、「大変不満」の回答はなかった。
　「内省的洞察」と「配慮の伝達」の得点向上を図り、体験学習の内容を変更したものの、いずれ
の得点も微増の変化にとどまった。演習中はいずれのグループも特定の人物のみが発言したり、興
味なく演習に関心を示さなかったりする者は観察されず、参加者間で十分に相互作用が行われてい
た。自由記述には、「伝えるということの難しさ、あいまいさを強く感じました。自分の理解が共
通の理解としてとらえると大きくずれたまま話が進んでしまうおそれがあるのでしっかりと確認す
ることが大切だと感じました。」と自他の言動を内省できたという評価がみられた。
　得点変化がみられない要因の１つとして、演習後に実施した事例検討の内容が連携行動の変化に
干渉し、効果が曖昧なった可能性が示唆される。また自由記述の中には「丸一日の研修会は時間を
拘束されるので、分けてくれた方がよい。」と参加者の負担が大きいことも示唆された。「内省的洞
察」の純粋な効果を検証すること、および参加者の負担や疲労の影響を除外するため、単一内容の
介入を実施して効果測定を図る必要があると考えられた。
研究３
（１）方法
　介入内容・参加者　研究２で用いた体験学習の演習と振り返りのみを実施した。B市内の居宅介
護支援事業所の有志による勉強会にて２時間の研修を実施した。参加者は介護支援専門員，看護師，
医療ソーシャルワーカーの９名であった。医療・介護現場での平均経験年数は18.7年（最小９年，
最大30年）であった。
　分析方法　藤田（2015）の連携行動尺度について研修前後の比較を行った。
（２）結果および考察
　連携行動尺度について回答に不備のない８名の連携行動尺度の介入前後の比較を行った。連携行
動尺度のうち「内省的洞察」は研修後に得点が有意に上昇した（表７-６）。満足度についても全員
が「満足」と回答し、補助者によるグループワークの観察状況も全員が積極的に参加していること
が確認された。自由記述において、研修会自体の時間配分、進行方法等も負担が少なく適切だった
表５．２回目研修前後の連携行動尺度の変化(N=12)
下位尺度 研修前 研修後 t
内省的洞察 16.67 17.00 .74
利用者本位の意識 17.83 17.75 .11
配慮の伝達 7.00 7.42 .89
合計点 41.50 42.17 .61
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なくして得点が低下したおそれがあるかもしれない。グループワークの目的を明確にして強化対象
の連携行動を焦点化すること、および終了後に詳細な解説と振り返りの時間を十分に設け、参加者
間の相互作用によるマイナスの効果に対応する準備が求められる。
研究２
（１）方法
　プログラムの作成　研修プログラムの構成は研究１に準じるが、連携行動の「内省的洞察」を強
化することを目指し、グループワークの内容を一部変更した。研究２では研究１で使用した「ディ
ベート・ファシリテーション」に代わり、津村（2008）の「ナースをさがせ」という問題解決ゲー
ムを用いた。これは計30枚の情報カードをグループワーク参加者に数枚ずつ配布し、口頭または模
造紙を用いて情報共有を図りながら課題解決を目指すものである。演習内容を変更した理由は、（ア）
課題解決という１つの目標を共有することで一体感が得られやすい、（イ）お互いが保有する情報
を上手く引き出し共有するための情報の引き出し方や伝え方を練習できる、（ウ）演習の中で進行
をする人、意見をまとめる人、模造紙に記録する人という形に役割を分担しながら進められる、と
いった点である。
　また研究１では演習および事例検討の終了後のフィードバックの時間をほとんど設定しておらず、
消化不良に陥ったおそれがあった。研究２では演習得の参加度合いと自他の言動を言語化して見つ
め直すことを目指し、グループワーク終了後に振り返りの時間を30分設定した。演習全体のプロセ
スの中で「誰の、どのような言動が、課題達成を促進したか」という点を各自で記載させ、その後
グループ内でお互いにフィードバックさせた。
　研究期間および参加者　A県B市社会福祉士会の定期研修会にて専門職連携教育を実施した。今
回は演習と事例検討を含む研修会を午前・午後の１日実施した。社会福祉士会会員のほか、B市地
域包括支援センター連絡会、薬剤師会、行政書士会、病院地域連携室、自立支援協議会、知的障害
者施設協会にFAXおよびメールにて参加者を募った。その結果、地域包括支援センター職員、医
療ソーシャルワーカー、介護保険施設職員、管理者、行政書士等の福祉職を中心に12名の参加者が
集まった。なお、医療・介護現場での平均経験年数は11.6年（最小２年、最大30年）であった。
　分析方法　藤田（2015）の連携行動尺度について研修前後の比較を行った。また対象者の基本属
性および研修の満足度（５段階）と研修会に対する意見を自由記述で回答を求めた。その他、研修
会の補助者に、グループワークへの１人１人の参加状況を第三者視点から観察させて、参加者間の
相互作用に偏りがみられるか否かを確認した。
（２）結果および考察
　連携行動尺度について回答に不備のない12名について連携行動尺度の介入前後の比較を行った。
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話し合いができるよう緊張感を解くための一定の時間を要することも考慮して教育プログラムを実
施する工夫が求められる。
　本研究では介入前後の比較しかなされておらず、実際の業務における連携に行動が般化されたか
確認できていない。連携行動の変化を継続的に把握することと、行動が維持されない場合における
追加の介入方法を考案することも必要である。加えて、「内省的洞察」以外の連携行動である「利
用者本位の意識」と「配慮の伝達」も得点変化が認められなかったため、介入を重ねる中で効果的
な方法を確立することが望まれる。最後に事前事後の介入デザインでは、同じ質問項目を繰り返し
測定して得点が上昇するテスト効果を統制することができないため、介入群とコントロール群を設
定したRCTデザインによる比較を行って、真に効果が認められるか検証することが今後の課題で
ある。
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という意見がみられた。
　「内省的洞察」により焦点を当てた研修内容に改良することにより、一定程度の連携尺度得点の
上昇が確認された。演習のみ２時間という短時間の研修であるのみかかわらず「内省的洞察」の得
点が有意に増加したことと、「利用者本位の意識」の得点に変化がみられなかったことから、演習
が「内省的洞察」を高める内容に標準を合わせられたといえる。研究１・２と比較して、表層的な
コミュニケーション技術の練習ではなく、参加者の内面の動きを体験する学習内容に限定しながら、
深く省察するための振り返りの時間を十分に確保したことが効果的であったと考えられる。
まとめ
　体験学習を用いた専門職連携教育は、連携行動の「内省的洞察」を高める効果があることが確認
された。連携に際して他者と自分の置かれた状況を察することは、自他のやり取りの様子を一歩離
れた所から第三者的に観察するメタ認知が求められる。演習後の振り返りによる自己評価と他者評
価のプロセスを経ることで、専門職自身の言動の特徴やくせ、他者への目配りや配慮の程度といっ
た「気づき」を促すことを達成できると示唆される。体験学習自体は歴史が長いもので新奇な学習
方法と主張できるものではないが、在宅介護に従事する専門職の連携を促進するための教育として
活用できる方法の一つであることが判明した。
　本研究の波及効果として、B市内の地域包括支援センター職員、介護支援専門員に対する研修案
として今回の介入手法が検討されている。これは厚生労働省（2015）の在宅医療・介護連携推進事
業の医療・介護関係者の研修に該当するものであり、2018年から全市区町村での実施が義務づけら
れている事業に対するモデル研修案を提示できた点で、一定程度の社会的貢献に寄与したといえる。
　在宅介護に携わる専門職は少人数で多忙な中業務に従事しており、医療系職種において業務負担
が大きくなるほど連携への関心が薄まる傾向もみられている（藤田・武田,2013）。医療・介護の専
門職に過度の負担を与えずに最小限のコストで効果が得られる研修の開発が求められている中、今
回の専門職連携教育を現場の実情に応じた形で導入することで、顔の見える関係から一歩進めたよ
りよい連携に近づくことが期待される。
　ただし、研究２・３は同内容であるにもかかわらず、研究２では有意差が認められなかったため、
体験学習の効果には一定の留保が必要である。例えば研究２の参加者同士は初対面であり、研究３
の参加者は顔見知りの者同士であった。自他の内面の変化の気づきに注意を払うためには、互いに
表６．３回目研修前後の連携行動尺度の変化（N=８）
下位尺度 研修前 研修後 t
内省的洞察 17.62 19.13 3.24*
利用者本位の意識 19.50 19.00 1.18
配慮の伝達 6.88 7.13 .80
合計点 44.00 45.25 1.36
* p<.05
* p<.05
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話し合いができるよう緊張感を解くための一定の時間を要することも考慮して教育プログラムを実
施する工夫が求められる。
　本研究では介入前後の比較しかなされておらず、実際の業務における連携に行動が般化されたか
確認できていない。連携行動の変化を継続的に把握することと、行動が維持されない場合における
追加の介入方法を考案することも必要である。加えて、「内省的洞察」以外の連携行動である「利
用者本位の意識」と「配慮の伝達」も得点変化が認められなかったため、介入を重ねる中で効果的
な方法を確立することが望まれる。最後に事前事後の介入デザインでは、同じ質問項目を繰り返し
測定して得点が上昇するテスト効果を統制することができないため、介入群とコントロール群を設
定したRCTデザインによる比較を行って、真に効果が認められるか検証することが今後の課題で
ある。
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という意見がみられた。
　「内省的洞察」により焦点を当てた研修内容に改良することにより、一定程度の連携尺度得点の
上昇が確認された。演習のみ２時間という短時間の研修であるのみかかわらず「内省的洞察」の得
点が有意に増加したことと、「利用者本位の意識」の得点に変化がみられなかったことから、演習
が「内省的洞察」を高める内容に標準を合わせられたといえる。研究１・２と比較して、表層的な
コミュニケーション技術の練習ではなく、参加者の内面の動きを体験する学習内容に限定しながら、
深く省察するための振り返りの時間を十分に確保したことが効果的であったと考えられる。
まとめ
　体験学習を用いた専門職連携教育は、連携行動の「内省的洞察」を高める効果があることが確認
された。連携に際して他者と自分の置かれた状況を察することは、自他のやり取りの様子を一歩離
れた所から第三者的に観察するメタ認知が求められる。演習後の振り返りによる自己評価と他者評
価のプロセスを経ることで、専門職自身の言動の特徴やくせ、他者への目配りや配慮の程度といっ
た「気づき」を促すことを達成できると示唆される。体験学習自体は歴史が長いもので新奇な学習
方法と主張できるものではないが、在宅介護に従事する専門職の連携を促進するための教育として
活用できる方法の一つであることが判明した。
　本研究の波及効果として、B市内の地域包括支援センター職員、介護支援専門員に対する研修案
として今回の介入手法が検討されている。これは厚生労働省（2015）の在宅医療・介護連携推進事
業の医療・介護関係者の研修に該当するものであり、2018年から全市区町村での実施が義務づけら
れている事業に対するモデル研修案を提示できた点で、一定程度の社会的貢献に寄与したといえる。
　在宅介護に携わる専門職は少人数で多忙な中業務に従事しており、医療系職種において業務負担
が大きくなるほど連携への関心が薄まる傾向もみられている（藤田・武田,2013）。医療・介護の専
門職に過度の負担を与えずに最小限のコストで効果が得られる研修の開発が求められている中、今
回の専門職連携教育を現場の実情に応じた形で導入することで、顔の見える関係から一歩進めたよ
りよい連携に近づくことが期待される。
　ただし、研究２・３は同内容であるにもかかわらず、研究２では有意差が認められなかったため、
体験学習の効果には一定の留保が必要である。例えば研究２の参加者同士は初対面であり、研究３
の参加者は顔見知りの者同士であった。自他の内面の変化の気づきに注意を払うためには、互いに
表６．３回目研修前後の連携行動尺度の変化（N=８）
下位尺度 研修前 研修後 t
内省的洞察 17.62 19.13 3.24*
利用者本位の意識 19.50 19.00 1.18
配慮の伝達 6.88 7.13 .80
合計点 44.00 45.25 1.36
* p<.05
* p<.05
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１．はじめに
　漢語の連濁は古く鼻音の直後で起こったとされている（奥村1952）。しかし現代語では「シザン
死産」「ブンコボン文庫本」「シコクゼイ四国勢」などのように、鼻音の直後でなくても濁音で現われる場
合がある。
　呂2014では「～産」の連濁の史的変遷を踏まえ、連濁条件を探った。「～産」は最初に二字漢語
の後部要素に現れ、鼻音の前接によって連濁していた。次に、和語前接の「～産」が出現し、この
場合は全部連濁していた。この漢語前接の場合と和語前接の場合のそれぞれの条件によって、連濁
語は意味上全部「出産」を表していた。その影響で現代で「出産」の意味をとる「～産」は前接部
の語種と関わらず連濁していると結論付けた。
　また「～本」の場合、最初は「手本」の意味で使われていたが、室町後期に「書籍」の意味が新
に生じ、「本」は通俗的な意味をもち日常語化した。和語に近付いた「～本」は連濁して、接尾辞
的用法を獲得し、濁音形「～ボン本」の語彙が江戸期より大量に出現した。こうして濁音形「～ボ
ン本」は接尾辞的用法へと変容していった（呂2015）。
　このように、漢語は現代で意味の条件によって連濁したり、連濁からかけ離れ、濁音形の接尾辞
として働いたりしている。これはそれぞれの連濁の史的変遷から導かれた結果だと思われる（呂
2015）。本稿では更に一例として「～勢」の連濁の史的変遷を考察に加え、現代語での意味用法も
視野に入れて記述する。
２．調査方法
　「～勢」の連濁の史的変遷の調査にあたって、まず古くから現代までの「～勢」の語例を網羅的
に収集した。『邦訳日葡辞書逆引索引』、『逆引き広辞苑』、およびジャパンナレッジ版『日本国語大
辞典』の後部一致機能などで「～勢」の語彙を集めた。次に、『日本国語大辞典　第2版』や『時代
別国語大辞典』、『角川古語大辞典』、ジャパンナレッジ版『新編 日本古典文学全集』、『日本古典文
学大系』などの索引、古辞書索引などで所在を明らかにし、その出現箇所を影印本、複製本または
活字本（清濁を原本のままにしたもの）などで確認した。但し、「一勢」「筆勢」「末勢」「劣勢」の
ように入声音・促音につづく「～勢」は連濁を起こしていないので、研究対象から除いた。これに
よって集められた「～勢」の語例は以下のとおりである。
漢語連濁の通時的考察と接尾辞化
―「～勢」の場合―
呂　　　建　輝
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